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企業の国際化行動への動態的アブローチ
一折衷バラダイムの再考一
村 山 貴 俊
I . はじめに
企業の国際化行動に関する研究内容は, いまや多様性に富んでおり, 今
後もその多様性は益々拡大していくものと予測される。 しかしながら, そ
れらの多様性を収東あるいは統合し得る可能性を秘めた分析枠組み
(analyticalframework)のlつとして, John H.Dunning によって提
唱された 「折表バラダイム(eclectic paradigm)」が拳げられる。
なお,筆者は, 経営学における分析枠組みの有効性というものは,実際
の企業行動をどれ程うまく解釈できるのか, という基準により評価される
であろうとする間題意識のもと,拙稿(l995)においては, 長期的かっ成
功裡に国際化行動を展開してきたキヤノン社(Canon Inc. ) に関する経
時的な(longitudinal)事例研究と実き合わせることで,企業の国際化行
動への統合的な分析枠組みとしての折表パラダイムの有効性を明示しよう
と試みてきた。 もちろん,本稿が1出稿(l995)の間題意識を引継いでいる
ことはいうまでもないことであるが,拙稿(l995)が実証的な側面からの
分析にウ ェイ トを置いていたとするなら, より理論的な側面に分析の主眼
を置いて折表パラダイムの有効性を再検討するという作業が本稿に特徴的
な点になると考えられる。
さて, 折真パラダイムが国際ビジネス研究の舞台で一定の評価を得てい
ることは. Ietto-(iimes ( l992)による「国際ビジネスの会識には,通常,
Dunningの分類法〔〇L I 〕 を 用 い た い く つかのぺーパーが持ちこまれ
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る」 ( 以 下 , 〔  〕は筆者注)(p. l23) といった言葉からも容易に推測さ
れるが, その反面, 折表パラダイムに内在する間題点が, 幾人かの論者あ
るいは拙稿(l995)において既に明示されていたのも事実である。なかん
づく,拙稿(l995 )においては,折表パラダイムというスタティックな分
析粋組みをダイナミックなものに進化させるという早急なる必要性が明ら
かにされていた。
事実,Dunning (l993a)自身も「MNE〔多国籍企業〕およびMNE
の行動理論を動態化させる国際ビジネス研究者の努力」 (p.35) の必要性
を充分に承知しており, 例えば Dunning (l98la,l982,l988a,l988b,
l992, l993a)など比較的最近の研究においては, 折表パラダイムを動態
化させるために多大なる努力が払われており, しかも近著Dunning
( l993a)では「最近までビジネス・アナリ ストの保護領域(preserve)
であった戦略の役割」 (p.35) を折衷パラダイムに導入することが動態化
への解決策になるという lつの明確な方向性が提示されている。
しかしながら,本来,経済学(特に産業組截論)をペースに構築された
折表パラダイムを何ら予備的手続きを階まず, いきおい経営戦略論
(strategic management)と融合させるというDunningの試みは余りに
も早急すぎるように思われる。 とはいうものの,Rumelt et a l. ( l 9 9 l )
が「今までは決してなかったことだが, 〔経営戦略論の〕研究者が経済学
の用語と論理に順応してきている一この変化は経営戦略論の研究者の経済
学の利用の增加および経済学者の能力の增加の恩恵である」 (p.5) と指
摘するように, 経済学と経営戦略論の間の学間的な距離が縮まってきてい
るのも事実であるため, 一定の正しい予備手続さえ階めば, 上述の融合は
かなりの要当性を持つた形で展開されるように思われる。
よって,本稿では,そのような予備手続として, まず経済学と経営戦略
論の中間領域の研究, すなわち産業組截論の企業行動分析に関する研究成
呆を経営戦略論へ と積極的に応用しようと試みる 「資源基盤アプローチ
(resource-based approach)」 (cf.,Wemerfelt,l984)の見解を利用し
2 - l98 -
企業の国際化行動への動態的アプ P ーチ
ながら,折衷パラダイムの奥底に横たわる企業の国際化行動に関する基本
的な考え方に修正を施すことにしたい。すなわち,少し違回りにはなるが,
まず企業の国際化行動, それ自体に関する考え方に再検討を加え, そのう
えで既存の折衷バラダイムの体系に戦略の役割を取り込んだ新しいモデ
ル, いわゆる動態化モデルの構集へと考察を進めることが, 最終的には適
切かつ妥当な方法になるであろうと判断されたのである。
よって, 本稿では, 折表パラダイムの動態化モデルの構築を第一義の日
的として, 以下の順に識論が進められることになる。まず, 第n節では,
資源基盤アプローチの観点から企業の国際化行動が理解される。 次いで,
第lll節では,折衷バラダイムが資源基盤アプローチの視点から再解釈され,
そのうぇで第1v節においては, 「戦略的な変化(strategic change)」
(Dunning, l993a, p.84) という新たな変数を取り込んだ折表バラダイム
の動態化に向けた一試論が展開される。 最後に, 第V節では, 以上の考察
から得られた含意群をもとに, 折表パラダイムと資源基盤アプローチの相
互の関係性および折表バラダイムの動態化への可能性が論じられる。
I[ 企業の国際化行動とは?
なお,拙稿( l 995 )では,企業の国際化行動は, さ し あ た り 「自社の競
争他社に対する比較優位を前提に した, 他国市場に集かれた参入障壁の打
破と, その後, 自社が逆に競争他社に対して参入障壁を維持する」(10順)
一連のプロセスと して定義づけられた(定義①)。 い う ま で も な く , これ
は , 「当時の 〔MNE分析における〕伝統とされた〔Samuelsonの貿易理
論に代表される〕 新古典派アプローチからの急進的な離脱を形成づけた」
(Ietto-Gnies,l992,p.86)とされるHymer(l960)のMNE行動理論
に関する記念碑的な業積を始点と した国際産業組織論の一仮説, すなわち
「本国企業の参入を排除する〔いわゆる比較優位を生み出す)資産を既に
所有しているという理由で, 班占的外国企業は 〔他国市場で築かれた既存- l99 - 3
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の〕 参入障壁を克服するこ とにおいて優位性を持つている」 (Shapiro,
l983, p. l04) という仮説を応用した理解であった。
しかし現在, 上述の仮説の基礎をなしていた 「参入障壁」 という概念を
中心に組立てられた産業組織論の論理(e.g.,Caves,l962),それ自体
に内在する間題点が多々指摘されるに至つており, しかもその指摘が一般
的に支持されてきている(e.g.,Caves&Porter,l977;Porter,l979,
l 980 , l 98 l )。その間題とは,「ゼロ産出(zero output)から正の産出
(some positive output) への企業の〔産業間〕移動」 (Caves&Porter,
l977,p.249). すなわち平均利潤率の高い産業への新規参入の困難性を
「参入障壁」 という概念で説明する 「産業組織論の理論は, 概して産業を
同質的な〔一枚岩の〕 ユニ ットと見なす」(Porter, l979,p.2l4)領向へ
と陥ること, 換言するなら, 産業を主たる分析単位とする産業組織論は,
産業を構成する基本的な単位である多種多様な企業の存在を相対的に軽視
する傾向に陥いることにほかならないのである。
それに対して,Porter(l979)は「常識的な観察は,産業内の企業はし
ばしば次元の多元性, すなわち垂直統合の程度,固定費のレぺル,製品ライ
ンの幅,広告と媒体物の範囲,売上に対するR&D支出の比率,地理的な供
給市場, 採用された流通チャンネルおよび企業内のサービス能力 〔スタッ
フ部門〕の有無など,に沿つて異なっていることを示唆する。これらの多元
性は産業内の企業の競争戦略, いわゆる競争的意思決定変数に関する企業
の選択の差異を反映している」 (p.2l5) と い う。 以上のように考えるこ
とで, 「産業というものを重要な意思決定変数の選択という意味で同一の
戦略を追求する企業によって形成されるグループないしはクラスターの集
合体と見ることが可能となり」 (1bid, p.2l5), これらのグループないし
はクラスターを 「戦略グループ(strategic groups)」(Ibid.p.2l5) l ) と
呼称し,戦略グループの起源,すなわちlつのグループを他のグループか
l)戰略グループに関する詳細としては,さしあたり McGee & Thomas (l986)
を参照されたい。
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ら隔離するメカニズムを説明するために, 企業のグループ間移動の困難性
を示す 「移動障壁(barriers to mobility)」 (Caves&Por te r , l 977 )と
いう概念 2 ) が 「参入陣壁」の代わりに導入されるのである 3 )。そして,
それらの困難性は 「あるグループが他のグループに対して所有する競争優
位性から」 (Ibid, p . 2 5 l ) 生 じ る と さ れ, この競争優位性というものは,
他の戦略グループよりも安いコストで製品を市場に供給する コ ス ト ' リ ー
ダー シ ッ プ戦略 (costleadership), 他の戦略グループには製造不可能な
差別的な製品を市場に供給する差別化戦略 (differentiation), 他の戦略グ
ループが注目しないような小さな市場セグメントに集中的に製品を供給す
る集中戦略(focus), といった3つの「基本戦略(generic strategies)」
(Porter, l980, l 985 )から生み出されるという。
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図 1 企業の国際化行動
低 国際化度を示す意思決定変数 高
2 )  「事実, グル ー プ間の移動の困難性 〔移動障壁〕 なくして産業内のグループ
間の利洞率の一質した差異を説明するのは困難である」 (Caves & POrte「 ,,
1977,p.254)。
3 )  ここでは,産業という分析単位の消減は全く意味されていない。 Caves&
porter(1977)によれば、企業の戦略グル ー プ間の移動は,産業を超えたグ
ル ー プ間の移動,産業内でのグループ間の移動,が考えられるという。但し,,
グ ル ー プ間の相互依存性は,同一産業に属するグル ー プ間において, よ り 強
く認識されるという。
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これまでの議論, すなわちCaves&Porter( l977),Porter( l97g)
による伝統的な産業組織論に対する批判的な見解を応用 した企業の国際化
行動の理解とは, 図lのように要約されると思われる。 すなわち,横軸に
企業の国際化度を示す意思決定変数, 縦軸にその変数に相関するその他の
意思決定変数, 例えば多角化度を配置することで定義された一産業を構成
する各々の戦略グループのなかで, 左側の国際的な変数を相対的に軽視す
る諸戦略グループから右側の国際的な変数を相対的に重視する諸戦略グ
ルーブへの移動をもって, 企業の国際化行動と提えることが可能であるよ
うに思われる。 とするなら, 企業の国際化行動に関する定義①は, 以下の
ように書き換えることができよう。
定義② : 企業の国際化行動とは, 移動障壁を打破するのに充分な競争優位性の保
持を前提とした, 国際的な戦略を軽視する戦略グループからそれを重視
する戦略グループへの企業の移動,その後,逆に自らの属する戦略グルー
プへの競争企業の新規の移動, すなわち国際企業と しての地位を脅かす
競争企業の新規の移動を阻止するために, 競争暖位性を再整備して移動
障壁を維持する一連のプロセスである。
しかしながら, Porter 論理, それ自体に内在する欠点が, 経営戦略論
における資源基盤アプローチの一派(e. ,g. , B a m e y , lgg l ;Conne r , lgg l ;
D i e r i c k x&Coo l , l 9 8 9 ;F i o l , l 9 9 l ;G r a n t , l 9 9 l ;K a y , l 9 9 3 ;Ljpp_
m a n & R u m e l t , l 9 8 2 ; M a h o n e y & P a n d i a n , l 9 9 2 ; p r a h a l a d &
Hame l , l 9 9 0 ;R e ed&De  Fi l l ippi , l990;Rumelt , l987)から三度提
起されっつある。 例 え ば , W ernerfelt(1984)の「企業にとって資源と製
品は同じコインの両面であり, 大部分の製品は幾つかの資源のサービスを
要求し,大部分の資源は幾つかの製品に用いられる」 ( p . l 7 l )ものであ
るにもかかわらず,「Porter(1980)〔の研究〕は一そもそも製品のみを分
析する道具として意図されていた」 (p.172) という批判が, それである。
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さらに, 同様の見解を, 先述のRumelt et a l. ( l99 l )は, 以下のように
表現している。
「Porterの研究が市場支配力 (market power) を分析するS -C- P (struc-
ture-conduct-performance) の伝統に支えられていたのに対して, シカゴ大
学に関速した産業構造を市場支配力よりも効率性の結果の反映とみなす, その
他の伝統が存在していた。 シカゴ大学の伝統において成果の違いは 〔企業の〕
資源成存の違いを知らせる額1向にある。 加えて, 他の思考の流れは, 企業の業
裁の維持を可能にする模做が因難でュニークな資源の重要性を強調し始めた。
これらのアプローチは経営戦略論のなかに同時に流れこみ. 企業の資源基建的
な見方 (:fesou,u-basedueul)と呼ばれている」(p.8)。
すなわち, Porter(l980) が, 製品一市場ポジショ ニング (コス ト ・差
別化一集中戦略と書き換えることも可) によって生み出される競争優位性
によって企業の戦略グループ間の移動とその移動の阻止という間題を分析
するのに対して, 資源基盤アブローチの一派は, 「そのような特権的
(privileged) な製品市場ポジションの達成と防御を行うのに必要とされる
〔製品上の優位性を生む〕資源の束(resource bundles)」(Dierickx&
Cool,l989,p. l504)という企業の「内部の強み〔と〕 一弱み」(Bamey,
l99l, p.99) に分析の焦点を移すことで, 競争優位性の特性というより
その優位性の源泉を探索する努力の必要性を強調し, そうすることが企業
行動のより本質的な理解にっながると主張するのである。
加えて, 資源基盤アプローチにおいては, 競争企業による模做可能性が
非常に不確実な資源基盤の存在が, 企業の戦略グループ間移動を困難にす
る と さ れ (cf. ,L ippman&Rume l t , l 984 ) ,この企業内部に蓄積され
た資源基盤によって形成される移動の困難性が, 先の 「移動障壁」 と い う
概念に代わって,「資源ポジション障壁(resource position barriers) 」
(Wemerfelt, l984, p. l72) という新しい概念、によって説明されるのであ- 203 - 7
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る。 以上の議論を要約すると, 企業の国際化行動に関する定義②は, 再び
以下のように書き換えることが可能となろう。
定義⑨: 企業の国際化行動とは, 資源ポジショ ン陣壁を打破するのに充分な資源
基建の保持を前提とした,定義②と同様の戰略グループ間の企業の移動,,
その後, 逆に資源基盤の換做による自らの属する戦略グループへの競争
企業の移動を阻止するために資源基盤を再整備して資源ポジション陣壁
を維持する一速のプロセスである。
なお, Dunning (l988b) が企業の国際化行動の動機を説明するにあた
り頻繁に利用する間い掛け,すなわち企業が「な ぜ (why )」 (p.3)国際
化するのか,あるいは「いかにそれ〔国際化〕が可能になるのか(how
is it possible)」 (p.3) といったそれぞれの間い掛けによって意味される
企業行動の現象の間に存在する微妙な差異, すなわち前者は国際化行動の
動機を間題とし, 後者は国際化行動への最低必要条件を間題にしていると
いう微妙な差異に注目した場合, 本稿における当面の間題意識が後者にあ
ることはこれまでの議論からある程度は理解されているものと思われる。
とするなら, 国際化を志向する戦略グループへの移動を困難にしている資
源ポジション障壁を打破する資源基盤, あるいはその後に国際化を志向す
る戦略グループへの競争企業の移動を困難にする模做可能性の低い資源基
盤, すなわち 「持続的な優位性(sustainable advantage)」 (Ghemawat,
l986, p.53) の源泉となる資源基盤が企業内都に書積されることが, 企
業による国際化行動が長期的かっ成功裡に可能となる条件にほかならず,
よって次節以降の分析の重点は, 国際企業が保持する資源基盤の特性, そ
れ自体に置かれることになろう。
ちなみに, 企業の国際化行動を分析するために資源基盤アプローチを利
用 す る こ と の有効性は,Aha ron i ( l 9 93a , l 9 93b ) ,Co l l i s ( l 9 9 l ) ,
Rugman(l987) ないしはTallman(l99l)らの先行研究によってある
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程度は実証されており, 今後もなお一層の発展が期待できる研究分野であ
ると思われる。事実,Dunning (l993a)は「l990年代初頭の 〔研究者の)
新たなる注意は, 国境を超えて生産活動を行う企業の資源および能力の構
成と起源; さらに一資源の国際的ポートフォリオの組織化あるいはマネジ
メントにおける成功の決定因を説明することに向けられている」 (P・ l02)
とも主張しているのである 4i
III 資源基盤としての0 L Iシステム
しかしながら, 上述の定義〇の内容に対して, 「他の経済モデルと同様,
〔企業の〕 国際生産 〔すなわち国際化行動〕 のバターンとレぺルあるいは
国際生産の変化に影響を与える最も重要な変数を評価あるいは識別するこ
とが折表パラダイムの興味の対象」 (Ibid,p .83)であるために,「折表パ
ラダイムと経営戦略論の間には, 企業のグローバル化を説明することにお
いて,その強調点に大きな相違がある」 (Ibid,p.83)といった批判が行
われる可能性が充分に予測される。確かに, 当初から折表バラダイムは,
企業の国際生産を説明する lつの経済モデルとして(特にわが国において)
広く理解されていたかもしれないが(e.g., 江夏,l984),時の流れと伴
にDunning(l988a,l992,l993a)自身が,特にPorter (l980,l985)
の 「競争戦略論(competitive strategy) 」 などの影響を受けながら,自ら
の見解を修正してきているのも事実である。
そのような見解の修正という事実は, Dunning (l988b) の折衷バラダ
イムが「主に〔企業の〕国際生産を説明するために用いられていたにもか
かわらず, 〔いまや〕企業の競争力,特に国際経済〔活動〕における企業
の競争力を評価する一助になり得る」 (p. l )  という主張から最もよく類
4 )  Dunning (l993a) の第2章では, 少なくとも3本の資源基建アプ P ー チ に
分類される驗文,すなわち,Bamey(l99l) ,Dier ickx&Cool( l989)・
Mahoney&Pandian(l992)などが参照されている。- 205 - 9
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推されよう。 なるほど, 折表パラダイムを構成する所有特殊優位 (owner-
ship-specific advantages;〇優位),立地特殊変数(location-spec前c
variables;L変数),内部化誘因優位(intemalization-incentive advan-
tages;I優位)という3つの変数からなるシステムの「形 態 (configura-
tion)」 (Dunning,l993a,p.36)は, もはや国際企業に独特な競争優位
性の源泉である資源基盤の特性を評価するlつの基準と位置づけられるよ
うに思われる。そして,評価基準としての0L Iシステムの具体的な内容
のリ ス トは, 表lに示されている通りであり,以下, 資源基盤としての各
変数の内容を詳しく検討していきたいと思われる 5 )a,
(1) 0優位
さ て , 〇 優 位 は , 「資産を創造および利用する知識(knowledge of
asset creation and usage)」 (〇a 優位)(Dunning,l988b,p.3 ) , お よ
び「経済活動を組織化する知識(knowledge of organizing economic ac-
tivity)」(〇 t優位) (Ibid, p . 3 ), といった2つのサブ変数に更に細分類
されるものである。
まず, 0 a 優位とは「同じ立地で生産する他の企業に対して, ある企業
が保持する優位性」 (Dunning,l988a,p.2 l ) で あ り 「〔企業の最初の〕
海外関与(foreigninvolvement) への必要前提条件」 (Dunning,l98la,
p.32)となる企業特殊的(firm-specific)な優位性を意味している。そし
て, それらの優位性の特性に関しては 「競争への障壁にっいてのぺイン教
授の古典的な業續が基本的な解答を付与してくれる」(Dunning, l988a,
P・2 l )  とされ, 具体的に 「競争企業が利用不可能な市場あるいは天然資
源への接近可能性」 (Ibid, p.2 l ) ,  規模の経済性を創出あるいは有効な競
争を抑制する「規模(size)」 (Ibi d, p .2l)および「技術あるいは価格効
5 )  表lのリストの複雑性に対して, 折 表 パ ラ ダ イ ム は 「羅列的な面がある」 (鈴
木,l994,54買)という批判が行われているのも事実である。よって,本稿
での以下の分析が羅列的にならないように注意したい。
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表1 国際生産の折衷パラ ダ イ ム
l .  所有特殊優位 (ある国の企業の他の国の企葉に対する優位)
a .  所有粒および/あるいは無形資産の優位。
製品革新,生産管理,組截およびマーケティングの仕組み,革新遂行能力,コ ー ド化され
ない知識,人的資本の解の「書 ,設」, マ ー ケ テ ィ ン グ , 資 金 調 達 , ノ ウ ハ ウ な ど 。
b . 共通管理の優位。
i . 既存の企業の子会社プラントが新酸企業に対して保持する優位。
これらは主に企業の規換, 製品多角化および学習展験に依拠している。 投入物 (例えば
労働力,天然資源,資金,簡報など) への排他的な接近。 好条件で投入を達成する能力
(例えl;f規換および独占的な影電に起因する)。 製品市場への排他的で良好な接近。 限
界コストでの親会社の資源への接近。 シ ナ ジ ーの 経 済 性 ( 生 産 だ け で な く マ ー ケ テ ィ ン
グ, 資金調達における調整能力)。
ii .多国1類性に起因する優位。
多国1商性は裁定取引あるいは生産移転の広いチャンスを提供することで業務の柔軟性を
增加させる。 国際市場(例えば'商報,資金,労働力など)に関するより良い知融および
好条件での接近。要素条件,政府の介入,市場などの地理的差異の優位を捜得する能力。
リスクを分放および通演する能力(例えば異なった通貨エリア,選択椎および/あるい
は政治的,文化的シナリオ)。組織的, 管 理 的 プ ロ セ ス と シ ス テ ム の社会的な整異から
学習する能力。 統合の展済性と国の特殊的な = ーズと優位の差異に対応する能力のバラ
ン ス o
2.内部化器因優位(市場の失敗に対する保護と利用)
探索費用および交渉費用の回選。
モ ラ ル ・ ハザード'およびiり觀択のコスト 。
内部化する企業の評判の保護。
契約破菜および告野の発生に よ る コ ス ト の 回 選 。
買手の不確実性(売られる投入物(技術)の価値と性質に関して)。
価格の差別化を市場が許さない時。
最終製品, 中間製品の質を保發する売り手のニーズ。
相互依存活動の経済性の保發 (上述bを参照)。
先物市場の欠如の補完。
政府の介入の利用と回選(例えば数ft割 当 , 関 税 , 価 格 コ ン ト ロ ー ル , 税 率 の 国 別 差 別 な
ど)。
供給と投入物の販売条件の管理。
市場のはけロ(ou t l e t ) (競争企楽に利用されているものも含む)のコントロール。
1al争(あるいは反競争)較略としての子会社間での相互補肋,収率的価格づけの行使。
3 .  立地特殊変数 (これらは本国および受入国に有利に作用する)
天然, 創造された資源成存および市場の空間的分布。
投入物(例えば労働力. エ ネ ル ギ ー , 原 料 な ど ) の 価 格 , 品 質. 牛應性。
国際的なlla送 , 通 信 コ ス ト 。
投資の議,因,非器因(パフォーマンス要件を含む)。
財 お よ び サ ー ビスの貿易に対する人工的な障壁 (例えばlla入規制)。
社会的あるいは産業基盤(商業. 法律,教育,●a送 , 通 個 ) の 整 爾。
国家間のイデオロギー , 言 語 , 文 化. ビジネス,政治的整異。
R & D , 生 産 , マ ー ケ テ ィ ン グ の 集 中 の 経 済 性。
政府の政策と経済システム;資源配分への制度的枠組み.。
(出所) Dunning (l988a) .p.27および Dunning (l993a),p. 98-l0lを参照して作
成。
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率性のより高度な段階への到達さらに強力な市場支配力の達成を可能にす
るパテント, ト レー ド・マーク,経営技能などの無形資産の排他的所有」
( M ,  p.2l) といった3つの特性が提示されている (主に表lのl . a お
よびl . b.iとして分類されている)。
次く , 〇 t優位とは「分離可能であるが補完的な活動間の相互作用を他
の組裁メカニズム(例えば市場)よりもうまく調整する企業の能力」
(11'i d, p . 2 l )から生じるとされる。なお,0 t優位は,以下の2つの特
性に大別されるが,まず「同じ立地で生産する新規(de nom)企業に対
して〔既存の〕ある国家規模(national)の企業が享受する」(Ibid, p .2 l )
優位性, すなわち既存の大企業の「子会社プラントが親会社の幾つかの基
本財産(endowments),例えば,廉価な投入物,市場の知識, 集権化さ
れた会計手続, 管理の経験などに, ゼロあるいは低い限界費用で接近でき
ることから便益を得る一方で. 新設企業は通常それらをフル・コストで負
担しなければならない」 (Ibi d, p.2l) という事実から生じる優位性があ
げ ら れ る ( 表 l の l .b. iとして分類)。
さ ら に , 「企業の多国籍性〔国際性〕から特殊的に生じる」 (Ibid, p.2 l )
とされる, いま1つの〇 t優位は, 「企業の操業する経済環境の数および
環境間の差異が大きくなればなるほど 〔すなわち国際化すればするほど〕,
異なった国の特殊的な特性およびリスク・プロフ ィ ール(risk profiles)
の優位性をよりよく利用できる地位に置かれる」(1bid, p . 2 l )  という事
実 か ら 生 じ る と い う ( 表 l の l . b. i iとして分類)。そして,Dunning
に親近的な学者Kogut(l983)は,折衷パラダイムを 「部分的な例外」
(p.39) としながらも, l970年代̃80年代前半には大部分の研究者達によ
って無視されてきた上述の多国籍性に起因する優位性, すなわち国際化す
ることで生じる優位性の特性を先駆的かっ包括的に分析して, 「制度的な
規制(institutionalrestrictions)〔の国家間差異〕を比較秤量して利用
(arbitrage)する能力」(p.42 ) , 「国際ビジネスを運営する企業によって
〔国際的な活動に特殊な情報を収集および処理するシステムへの先行的な
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投資によって〕l 獲得される情報の外部性 (infomationa1 extemalities)」
(p.42) ぉよび 「〔グローバル規模で展開される〕 製造およびマーケティ
ング段階での結合生産 (joint production) によって得られるコストの節
約」 (p.42) といった3つの特性を「多国籍的なシステムにおける柔軟性
の優位性」 (p.38), すなわち〇 t 優位の特性として提示しているo
そして,Dunning (l992)は,「これらの0優位は主に国境間の付加価
値活動の共通管理の結果として浮上してくるのと同様に, 無形資産の特権
的な所有といった形態をとる」 (p.79) と指摘して, 〇 t優位における多
国籍的なシステム 6 )  および0 a 優位における無形資産の排他的所有を,
競争優位性の創出に貢献する資源基盤の特性ないしは模做可能性の低い資
源基盤の特性としてとりわけ重視している。
(2) L変数
Dunning(l988a)は, 国際企業は「本国以外の少なくとも幾つかの投
入要素, 例えば天然資源と0優位を結合して利用していくようなーグロー
バルな関心」 (p.26) を常に保持しなければならないという。 ある意味で,
国際企業の特徴とは, まさに自らの付加価値活動の立地をグローバルに分
散させ, 国家間に存在する立地拠点としての差異を巧みに利用しながら資
源基盤の強化を計つていく という行動に見い出せるのである。要を返せば,
それは, lつの国がある国際企業の付加価値活動を自らの 「国へと引きっ
ける〔立地させる〕能力」(Dunning,l993a,p.47)を意味しており,
Dunning によれば, その国の魅力度として国家間差異ないしは国際企業
が資源基盤の強化に利用可能な国家間差異の特性は, 「E  S Pバラダイム」
(,qf:. ,Dunning,l988b,l992)という3つの変数で構成されるシステム
を用いることで分析が可能になるとされる (表2参照)。
6 )  多国籍的なシステムの特性は, 近年Ba!tlett &Ghoshal (l989) に代表さ
れ る 「プロセス学派」(Melin,l992,p. l07) によって詳しく分析されてきて
いるo
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表2 E S  Pパラダイム
環 境 ( E ) シ ス テ ム ( S ) 政 策 ( P )
・人的費源
・天然費源
・経済発展の段階
・文イレ展史的背量
・資本主義 (自由企業)
・社会主義
・混合主義
・他国との協調
・ マ ク  P a済(財政,金融,1llll,替)
・ ミ ク P 経済(産業,貿易,n争)
・一般(教育,消費者保護)
・F D  I特al.
構
成
物
'産出物のレベルと
構 造 (一次産品,
産集サービス,特
殊化)
・仕事,富,外国人
などに対する態度
・意恩決定の糖造
・国際的商業活動に従事
する略好
'市場による資源分配
・国有化
・政府介入の範国と形態
'・ン ト o ー ル
'' フ :t ーマンス要件結
果
(出所)Dunning(l988b), p. l4より引用。
表2の環境 (environment; E )  とは 「特定の国が利用できる資源一お
よび国内市場あるいは海外市場へと供給するために資源を利用する企業の
能力」 (Dunning,l988b,p. l3)を意味しており, そ れ らの資源とは(新
古典派) 貿易理論の分野における国家間差異を規定する概念, すなわち要
素条件(factor conditions)とほぼ同義のものとされる。例えば,新古典
派の質易理論においては,主に資本(capital)と労働力(labour)という
2つの要素の利用可能性の差異が, 国家間の要素条件の差異を規定すると
考えられていた(cf. Samuelson,l948)。
しかしながら, 上述のE変数に加えて, 国家間差異を生み出す更なる変
数として「国際生産理論では当初からシステム(system;S)および政策
(policy;P)などの変数が明示的に考慮されていた」 (Dunning,l988b,
P・ l5 )  と い う。 すなわち, S変数とは「資源の利用および分配が決定さ
れる組裁的な枠組み」 (Ibi d, p . l3)を意味しており,例えば資源分配の
市場メカニズムによる組裁化(資本主義), 政府メカニズムによる組織化
(社会主義) あるいは混合メカニズムによる組織化(混合主義) といった
諾システム間の差異が国家間差異を規定するという。 さらに, P変数とは
「それらの環境やシステムの範國内で策定された政府の戦略的日標および
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その日標を実行あるいは推進する政府や関係諸制度によって設けられる基
準の両方」(Ibid, p. l4)を意味しており,それは具体的に表2において
示されている通り, 財政政策, 金融政策, 貿易政策さらに海外直接投資政
策, などに及ぶ非常に広範な内容を含むとされる。
そして, いまや上述のP変数 (いうなら政策によって創造された要素条
件 ) が , 国家間差異を規定する重要な変数であること,つまり国際企業の
「立地〔行動〕に影響を付与する政府の役割〔P変数〕がますます大きく
なっていく」 (Ibi d, p . l 40 )ことが認識されてきているという。それとは
逆に, 国際企業サイドでは「他の国の〔特に一国規模の〕企業には利用不
可能な, あるいは有利な条件では利用不可能な, ある種の資産の獲得と所
有」(Dunning, l992,p.77)をグローバル規模で展開して,さらに 「こ
れらの資産がリカード型の要素成存〔E変数:] のみでなく, それらが利用
される文化的, 法律的, 政治的および制度的環境, 市場構造さらには政府
の規制および政策〔S やP変数〕をも包含している」(Ibia, p . 7 7 ) こ と
を再認識したうえで, それらの変数を企業の資源基盤の強化へと積極的に
利用していかなければならないとされる。
(3) I優位
こ こ で い う I 優 位 7 ) とは, 市場取引(ライセンシング)の失敗を反映
した取引コスト(transa,ction costs)を企業自らが階用組截(海外直接投
資 ;  F D I)を形成することで回選ないしは代替していく 一連の行動プ
ロセスのなかにMN E と い う一種の階層組裁の存在理由 (m si o n dttre)
を求める周知の「内部化理論(intemalization theory)」(qf:. ,Buckley
&Casson,l976;Rugman,l986)の研究と基本的には内容を同じくす
るものである。 なるほど, 企業の国際化行動とは最終的に自社の資産 (〇
7 )  折表パラダイムにおいて最も整理されていない簡所が, このI優位に関する
分析である。この点については. 洞ロ(l992)および山ロ( l 9 9 2 )らによっ
て鏡く指摘されている。 - 2 l l - l 5
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a優位ないしは0 t優位) を他国市場へと移転していく プロセスを意味し
ており, その資産の移転は, 限りなく市場取引に近いライセンシング契約
という取引形態で行なうことが可能であるし, それとは逆に限りなく階層
組截に近い海外子会社の設立による移転,いわばF D  I (内都化)という
形態でも可能となる。そこで,「内部化理論」 と呼ばれる見解は,その代
替的な取引形態の選択的利用が有効に行われた場合には, 取引コストとい
う企業競争に消極的な影響を及ぼす要因をうまく回避できるために競争優
位性の構集へと結びっく と主張するのである。
しかしながら,Dunning (l988a)は,「企業が市場メカニズムの代替を
選択して一自 らの管理手続き (controlprocedures)によって資源を配分
するところでは,内部化の理由に依存した形の利益を享受するだけでなく,
競争企業とりわけ垂直統合以前の願客と供給企業および水平統合以前の競
争企業を打ち負かすことができる」 (p.22) と主張し, 内部化という階層
組截の利用を選択した場合には, 取引コストの回選に加えて, 内部化以前
に競争関係あるいは敲対的取引関係にあった企業を自社の一部門ないしは
一事業部に落とし込んでしまうことが可能であるため, より直接的に競争
優位性の構集ひいては資源基盤の強化に関連してくると主張するのである。
いずれにせよ,内部化という行動は, 不完全な市場(この場合,Dunn-
i n g は 「市場の不完全性(market imperfection)」と 「市場の失敗
(market failure)」 という概念を無差別なものとして扱つている) を階居
組截によって代替する企業の試みであり, それは要を返せば「市場の不完
全性がなくなるとともに内部化のネ ッ トのゲインは通減する」 (Ibid, p .
25) ことを意味するわけであるから, I優位がもっとも有効に利用できる
条件とはまさに市場が不完全なことである。 そして, Dunning によれば,
市場の不完全性とは,「構造的(structural)」(ル 1lld,p. 22),「認識的
(cognitive)」 (Ibid, p.23),「公共介入(public intervention)」 (Ibid, p .
23) といった3つの内容に大きく分類されるのである。
まず,「構造的」な不完全性とは,産業組截論的な観点から見て,完全
l6  - 2l2 -
企業の国際化行動への動態的アプ P ーチ
競争市場であることを規定する諸条件からの市場構造の乖離を意味してい
る と い う (0f:.Dunn ing , l 992 ,p.78)。例えば, 規 模の径済性(収醒通
增法則)  が 存 在 す る た め に 生 産 要 素 の投 入 に お い て 差 別 価 格
(disaiminatorypricing)を用いた方が取引主体間での共同利益を極大化
できるにもかかわらず, 市場が高価な共同決定価格 (uniformly high
price) を強制するところでは, 供給企業が川下に位置する産業への前方
統合を行い実際の費用に適合した劃ll価格を利用した方が有利であるとさ
れ る (cf., Buc国ey&Casso:n, l976,pp.37-8)。
次に, 「認識的」 な不完全性とは 「市場で取引される製品あるいはサー
ビスに関する情報が簡単には利用できず, さらに情報を獲得するためには
コストの負担が必要なところに」(Dunning, l988a, p.23)生じるとされ
る。つ ま り , このDunningがいうところの「認識的」な不完全性とは,
Williamson(l975)のい う 「市場の失敗」(p.5)に類似した概念であり,
取引主体間における 「情報の非対称的な過密性 (information im-
pactedness)」(Jones&Hin, l 9 8 8 , p . l60)から生じる市場取引の組裁
化における非効率性 (すなわち, 取引相手がどこにいるのか, あるいはど
れ位の取引価格を望んでいるのか, といった諸事項を当該企業が認識する
ために必要な情報収集コストの浪費)は,その取引を内部化し,階層組裁
という新たなる情報伝達システムを構築することで改善されるという。
さ ら に, 「公共介入」 という不完全性は, 取引ないしは移転の対象とな
る資産 (〇優位) の公共財的な特性から生じる不完全性, および從価関税
(ad t,aloren tariffs)や資本移動規制を通じた政府の国際市場(inter-
naionalmarkets) への介入から生じる不完全性を意味しているとされる
(0f:. ,Dunning, l988a,pp.23-5)。
例えば, 前者の不完全性とは, 公共財の価値の暖味さという事実, 公共
財のゼロ・コストでの他者への移転可能性という事実(すなわちパテント
などの情報財は他者に容易に伝達可能であるという事実) ぉよび公共財の
価値が他者に供給された財の数量に依存するという事実 (すなわちバテン- 2l3 - l 7
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ト は l 社のみが独占所有しているからこそ稀少価値があるという事実)か
ら派生してくるものである。 そして, 売手による価値の暖味な公共財の供
給価格の決定行動の「正当性(validity)」ならびに供給量の增加とともに
急激に価値を減じるとされる公共財の供給量制限行動の「誠実性 (faith)」
への買手側の一方的な依存関係から生じる買手のリ スク (buyer's risk)
は, 売手側の買手側への前方統合あるいはその逆の後方統合によって解消
で き る と さ れ る (ef.,Buckley&Casson,l976,p.38)。また,後者の
従価関税などは, 市場の内部化を通じて基本的には外部に対する公開性
(publicity) のない管理会計システム上の振替価格(transfer price)を操
作することで巧みに回選することが可能となり, さらに内部化の結果とし
て構集される情報伝達システムから獲得可能な関税率の国際的差異に関す
る情報を利用することでMN E全体としての戦略的利益操作が可能になる
と さ れ る (lf., Ibid,pp .38-9)。
すなわち, I優位と呼ばれる変数の もとでは, 「内部化の重要な便益
(significant benefit)が生じる」(Ibid,p.37)とされる諸条件とそこか
ら生じる便益を正確に識別する企業の能力, およびそのような諸条件に直
面して実際に内部化を行う企業ないしは企業家の 「意欲 (willingness)」
(Dunning,1988a,p.22)こそが,競争優位性の創出に貢献する資源基盤
の特性として理解されるのである。
さらに, 「内部化理論」 における企業・→市場間の効率性の比較制度分析
という図式から, 本稿が追求するような 「競争戰略論」 における企業,,,企
業間の競争優位性の比較制度分析という図式へと, その分析視角が転換さ
れた場合には, 企業内の取引を組截化するために必要な 「管理コスト
(bureauaatic costs)」 ( Jones&Hi l l , l 988 ,p . l63)をいかに極小化す
るのかという間題もまた重要になってくる。事実,Dunning (l993)は近
著第2章において,「〔企業〕文化」 (p.38)の整備が組織内部における「相
互信頼(mutualtrust)」(Casson, l99l,p.3)の形成を促すために,上
述の「管理コスト」 の極小化に貢献できる「付加的な管理支援(addi-
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tionalgovemance supports) 」 (Wi1liamson&0uchi, l98l, p.36l) メ
カニズムになると主張しているため, あぇて本稿では, このような特性を
も I 優位という変数に包含しておきたいと考えている 8 し
(4) システム性
折表バラダイムの「システム性」は, 池本(l98l)が折衷バラダイムを
検討する論説のなかで行なった「国家的特殊性〔L変数〕は,要素レぺル
の特殊性,生産物の特殊性, 企業の特殊性〔〇優位〕などを創出, 支持す
ると共に, 逆に, こ れ らの特殊性〔0優位〕が国家的特殊性〔L変数〕を
形成したり強化する。 また要素レぺルの特殊性が企業の特殊性を創出した
り,あるいは逆の作用もある。このように,特殊的要素は,他と無関係に
独自に形成されると共に, 他のレぺルの特殊的要素との作用・反作用〔相
互作用〕 を伴いながら形成されたり強化されるものである」 (l0買) とい
う主張に端的に示されている。
例えば,0優位oL変数間の相互作用は, 特にDunning(l988b,l992)
といった著作において詳しく論じられている。 まず, 0優位→L変数間の
作用において重視されるのは, 国際企業 (特にMN E )  の持つ技術力の特
性(〇優位)と受入国の経済発展の特性(L変数)との作用である。すな
わち, M N  Eによる海外子会社の国際移転は, 市場における海外子会社と
の競争関係を通じて受入国の現地企業の技術革新を刺激し, さらに現地企
業 との (下請) 取引関係を通じて技術波及の源泉となるために, 受入国の
経済発展に何らかの影響を及ぼすという作用が, それである。 また・ L変
数→〇優位の作用において重視されるのは, MN Eの持つ技術力ないしは
競争力の特 性 ( 〇 優 位 ) と M N E の本国の経済発展の特 性 ( L 変 数 ) と の
作用である(表3参照)。なお,それらの作用の詳細は, 本国の経済発展
8 )  企業文化が, その不可視性ゆえに換做の可能性が不確実な資源基建となるこ
とは多くの論者によって指摘されている(e.g.,Barney,l986a;Fiol,,
l99l)o - 2l5 - l 9
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表 3 選択された0優位およびそれらを創出さらに
維持し得る国家特殊的な特徴 (L変数)
〇優位
1 企業のサ イ ズ
(例;規換の経済性,製品多角化〕
2 経営および組織的な専門性
3 技術的基盤の'展位
4 労働力および/あるいは成熟
した小規換集中的な技術
5 製 品 差 別 化 , マ ー ケ テ ィ ン グ
の経済性
6 (国内)市場への接近
7 天然資源への接近あるいは知
識
8 資本の利用可能性と財務西達
の専門性
9 上述のili ・々 の優位に影響を与
えるものとして
そのよ うな優位を支提する国索の特徴
巨大で願準化された市場。 合 併 , コ ン グ ロ マ リ ッ ト , 産
葉集中への自由な態度。
極営者能力の利用可能性;教育および訓標機関(例 ビ
ジ ネ ス ・ ス ク ー ル)。上述の(l)に寄与する市場のサ イ ズ
など。 優れたR&D機関。
革新への政府支援。 技能のある人材, およびある場合に
はローカルな資源の利用可能性。
大量な労働者の供給;優れた技術者。小規換企業/コ ン
サルタント業務の専門性。
リ ー ズナプルな高所得を伴つた国内市場;高い需要の所
得那力性。広告および他の説得的なマーケティング方法。
消費者の暗好および文化。
巨大市場。l1重i入への政府規制の皆無。排他的な取引への
自由な態度。
現地における資源の利用可能性はその知識および/ある
いは処理活動の輸出を喚起する。 一国内規換の産業にと
ってローカルに利用不可能な原材料への ニ ー ズ。 資源の
利用/加工に要求される専門的な経験の書續。
優れたおよび信額できる資本市場と専門的アl:',' イ ス 。
政府の企業への介入および企業との関係における役割。
'Ei位を創造する議因。
(出所)Dunning (l979), p.280より引用。
のレぺル (例えばG N P ,  教育投資のレぺル) と F  D Iの量の回帰関係を
統計分析を用いて実証する 「 F  D Iの動態的あるいは発展的アプローチ」
(Dunn ing , l 98 l a ,p .30 )として,特にDunn ing ( l98 la ,1982, l986)
などの著作や論文で論じられているが, 例えば, 地理的に狭隘な日本の空
間事情ないしは石油資源の乏しい日本のェネルギ一事情が, 小型かっ燃焼
効率の良い国際競争力を保持する日本車の発明を導いた原動力とする広く
流布した考え方は, このL変数→〇優位という作用をかなり意識した見解
にほかならない。
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一方, 〇優位・→ I優位間の相互作用は, これまでのところ折表パラダイ
ムへの理解を困難にしているlつの原因であるとされてきた。すなわち,
取引コストを極小化する機能を担つた内部化行動(I優位)が, 結果とし
て規模や範国の経済性あるいはシナジ一効果といった「外部性〔〇 t優位〕」
(Dunning,l992,p.78 )の利用を可能にするという相互作用が,それで
ある 9i しかしながら, その相互作用の特性と両者の変数の機能的差異を
明確にするため,いまここで「内部化理論〔I 優 位 ) が一取引のコスト面
を強調している代わりに, グローバル・システムから生じる利潤機会〔0
t1展位〕を考慮するのに失敗している」 (Kogut, l983,P・53)という批
判を展開したり, 「特定の方法で付加価値活動を組裁する能力〔0 t優位〕
と他のモードよりも組織というモードを選択する意欲〔I優位〕を区別」
(Dunning,l992,p.80)しなければならないと指摘することは,もはや
余り意味のないことであるように思われる。 なるほど, I優位と〇 t優位
の間に相互作用が実際に確認され, その作用が資源基盤の構集さらに競争
優位性の創出へと貢献していることこそが現在の識論にとっては重要なの
であるo
総じて, 競争優位性さらに資源基盤の構集とは非常にシステマティック
に展開されるものであると思われ, このシステムを構成する変数間の関係
性が複雑になればなるほど, 競争企業による資源基盤の模做可能性は非常
に低く抑えられると考えられる。 すなわち, 〇優位一L変数- I優位間の
「システム性」, それ自体を資源基盤を構成するlつの変数と位置づける
ことが可能となり, ここに折表パラダイムの分析粋組みとしての優位性と
は,現実の企業行動ないしはその資源基盤の「システム性」に呼応した体
系的な視角を保持していることにあると思われる。
9 )  Jones&Hil l ( l 9 8 8 ) は, 外部性を内都化行動のベネフィットの局面, 取
引,ストおよび管理,ス ト のa小化を'ス ト の局面として分類したうえで・
内部化行動の真の優位性はべネフ 4 ッ ト と'ストのネットの觸に焦点を被り
論じられるべきだと主張する。- 2l7 - 2l
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lV 折哀パラダイム動態化への一試論
さて, 定義③,においては, 企業の国際化行動を多期間モデル, すなわち
資源ポジション障壁を打破(t= l ; t = t i m e)し,その後,逆に自らの
国際企業としてのポジションを脅かす競争企業の移動に対して資源ポジシ
ョン陣壁を維持(t = 2 , 3 , -,n)するという動態的なプロセスのな
かで提えてきた lo。なぜなら, そのような多期間モデルを用いることが,
最近Dunning が記した幾つかの著作ないしは論文のモチーフ, いわば折
表パラダイムを動態化させる研究を 「補完」 する重要な契機になると考え
られたからであった。
しかし,Dunning がいみじくも指摘するように, 多期間モデルを採用
することが, すぐさま折衷パラダイムの動態化にっながるとする考え方は
余りにも短絡的過ぎる。 もちろん, 資源ポジション障壁を打破する瞬間の
0 L  Iという資源基盤の「形態」のみに注日する「スナッ プ シ ョ ッ ト
(SnaPShot)」(Dunning,l993a,p.5l)的な研究は間題外であるが,資源
ポジション障壁を打破する瞬間の〇L I の 「形態」 と, 資源ポジション障
壁を維持するプロセスの任意の一期間の〇 L I の 「形態」を比較する手法,
いうなら「2枚あるいはそれ以上のスナッ プショットの比較」(I bn, p.5l)
を行う比較静学的な手法が用いられたとしても真の動態的な分析としては
依然として不充分なままである。 と い うのも, 比較静学的な分析において
は , 「期間の間の変化の軌道」 (Ibid, p.79;なお強調文字は筆者注)とい
う 〇 L  Iの「形態」 を変化あるいは進化させる諸力の存在が明示されてい
ないからであり, ここでいう動態化への一試論とは, それらの諸力の存在
とその内容を明示することにほかならないのである。
幸いにも,Dunning (l993)では,彼自身の研究努力の結果として, 国
l0)この場合,本来なら粒退という段階が考慮されるべきである。しかしながら,,
撤退に関する分析は多くの紙面を必要とするテーマであるために, 本稿で片
手間に言及することは選けたい。例えば,粒退に関する優れた研究としては
洞ロ(l992 )がある。
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際経済あるいは国際経営研究の長年の経験から抽出そして一般化された上
述の変化の諸力の存在とその内容が明示されているので, 以下では, その
研究を参考にしっつ動態化モデルの内容を検討していくことにしよう。
(1) 近 著 『ピジネスのグローパル化』に見る動態化モデル
ところで, Dunning 自身の折表パラダイムの動態化に向けた努力は,
Dunning (l98la, l892, l986)における, 本国の経済発展のダイナミッ
ク スがその国を批点とする企業の国際化行動にダイナミック スを付与する
(L変数のダイナミック ス→〇l要位のダイナミック ス) という先述の「動
態的あるいは発展的アプローチ」,およびDunning (l988a) に お け る「企
業家〔精神〕を企業理論の中心に復位(reinstatement)させる」 (p.55)
ことが〇優位に革新を生じせしめ, それが企業の国際化行動にダイナミッ
ク スを付与するという「企業家精神的アプローチ」 として具体的に結実し
ていた。しかしながらDunning (l993)自身による動態化モデルの構築
は, 近著の第3章および第4章における一連の分析のなかで, 上述のよう
な研究成果を発展的に包含しっつ一応の完成を見たものと思われる。
その著作で,Dunning(l993a)は,動態化モデルを以下のような数式
で表現している (但し, 明らかに印刷ミ スと思われる部分は, 筆者が加筆,
修正).
〇L I t -f (〇LI t - l,S〇Ll t - 1,S〇 Ll t -1→t,E XN〇L l t - 1- t)'
(p.86)
すなわち,その数式は 「ある t期の国際生産〔すなわち〇L I tの形態〕
は過去の〇LI 〔〇L ,I,_,〕の形態に対する企業の戦略的反応〔喚起す
る戦略変数の変化〕, および外部環境と非戦略的な内生変数の変化によっ
て生じた〇L Iの形態の変化に対する企業の戰略的対応 〔9l:起された戦略
変数の変化〕の総 体 〔SoLl,_ l-,) →一 〔加えて〕 〇LIの形態に影- 2l9 - 23
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響を与える外生変数および非戦略的な内生変数の価値の単なる変化 〔EX
N oL l , _ 1 .,〕」 (1bid, p.86)によって決定されることを意味している。
よって, 本節の間題意識である折衷パラダイムにダイナミックスを付与
する諸力とは,  その動態化モデルにおいて, 「外生変数 (exogenous
variables)の変化」 (Ibid, p.61), 「非戦略的な内生変数(endogenous
variables)の変化」(Ibid, p .55 ) ,「喚起された戦略変数(strategic in-
duced variables)の変化」 (I,bid, p.87), 「喚起する戦略変数(strategic
initiating variables)の変化」 (「bid, p.90 )として捉えられているが,そ
れらの諸力の特性は, 変化に対する企業のコン ト ロールの可能性およびコ
ン ト ロールの意志を基準として,縦軸に企業に対する諸力の関係性(外生
的 = 低い コン ト ロールの可能性, 内生的=高いコントロールの可能性),
横軸に企業にとっての戦略性の程度(非戦略的= 低いコントロールの意志,
戦略的=高いコントロールの意志)を設けた図2のマトリック スによって
整理が可能であるように思われる。
「外生変数の変化(セル①)」は「内生変数よりも仮説化が因難である」
外生的
内生的
24
図 2 動態性を付与する諸力の特性
非戦略的 戦略的
外生変数 喚起された
戦略変数
②①
非戦略的な
内生変数
③
喚起する
戦略変数
④
低 高
コ ン ト ロ ー ルの意志
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(Ibid, p.6l)がDunning(l993a) に よ れ ば, さしあたり, 「経済発展」
(p.62),「技術」 (p . 63 ) , 「政府の役割」 ( p.66)の変化ないしはダイナ
ミ ッ ク スが注日に値するという。そのうち, 「経済発展」の変化としては,
「今や西側〔北側?の間違いであろう〕世界が, 貿易国の3つの極〔すな
わち,西欧,アジア先進諸国, 北米,を中心とした貿易国〕によって支配
される」 (Ibid, p .62 )ようになってきているが,今後は「 トライアド諾
国の後背国(hinterland)の幾つか〔アジアにおけるシンガポール,香港
など〕が,経済のコアへと発展する」 (Ibi d, p. 62)といった変化が予測
され, この変化がL変数の様態に影響を及ぼすとされる。
また,「技術」の変化としては,R&D費用の增大價向,技術それ自体
の高価格化の進展, 産業特殊的かつ活動特殊的な技術から体系的な技術へ
の移行, 付加価値速鎖間および連鎖内の異なったステージ間を横切る情報
技 術 ( I  T)の未會有の発展(cf. , n)i d, p p.63-4),といった変化が重
要であるとされる。なお,以上の諸点は,国際企業の行動に対して, I T
の発展は「国境間の共通管理, ネ ッ ト ワーキングの限界コストを低下させ
る」 (Ibid,p .66)  ことによってI優位の様態に, さ ら に R&D費用の增
加は「シナジー,規模およびリ スク分散のぺネフ ィットを獲得するための
国境間の提携」 (Ibid, p.66)をますます出現させることで〇優位ないし
はI優位の様態に, それぞれ影響を付与するものと思われる。
さ ら に,「政府の役割」の変化としては,まず政府ないしは関係諾機関
が, いまや「企業の競争優位性の促進者および保護者的な役割を益々担う」
(1bid, p.66-7) のようになってきていることが指摘されている。 具体的
に,それら政府の役割の変化は,法制度的な枠組みの内容, 経済システム
のあり方および資源の成存状況を変化させることによって, 国際企業の立
地選択の暗好, すなわちL変数の様態に影響を及ぼすものと思われる
(,0f:. , Ibid, pp .66-72)。
それに対して,「非戦略的な内生変数の変化(セル⑧)」の内容に関して
は,Dunning(l993a)による明示的な言及が行われていない。よって,,,
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さしあたりここでは, 先述の 「企業家精神的アプローチ」 において分析さ
れたコン ト ロールの可能性は高いがコン ト ロールの意志は低い「技術革新」
の よ う な ダ イ ナ ミ ッ ク スによって生起される〇優位の様態の変化をもっ
て, セル③の変数の具体的な機能と捉えておきたい。
続く,「喚起された戦略変数の変化(セル②)」とは「企業のコントロー
ルの外側にある0L I変数の価値の変化への企業の対応」 (Ibi d,p.54)
行動を意味しているが,Dunning (l993a) は , その変数の機能を以下の
ように説明している。
「戰略を0 L Iパラダイムに統合する最初のステップとして, ある者は0 L I の
形態の変化に対して,企業が利用可能なオプションを識別する必要がある一〔 さ
らに〕特定の目的(goal)を達成するための,あるいは日的の間に存在するト
レー ド・オフを識別するための, 明確かっ最適な術がないところに戦略の真の
重要性は存在する」 (p.89)。
す な わ ち , 0 L I の形態変化→戦略変数の変化と捉えられる上述の関係
性は, 競争優位性さらには資源基盤に悪影響を与えるような〇L I の形態
変化に対して,企業自らが,それらの思影響を極小化しうる企業行動の「一
組のオプション群」 (Ibid,p.89)を探索し,それら各オプションを選択
したときの「予測されたコストとぺネフ ィットに従つて」 (Ibid,p .90)
戦略的にlつのオプションを選択していく受身的な行動と提えられ, いわ
ばそれは企業の「変化に対する〔戦略的な〕適応」(Thompson,l967,p.
2 l )  行動と理解される。
それに対して,「喚起する戦略変数の変化(セル④ ) 」 と は 「 0 L  Iの形
態あるいはそれら形態のあり方を規定している戦略を自ら変化させるため
に企業によって喚起された行動」 (Dunning,l993a,p.54)を意味してお
り , 「活動志向的(pro-active)な変化」 (Ibid, p . 9 l )と表現され,その変
数の具体的な機能としては 「自社の0優位のさらなる発展 (あるいは競争
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企業の0優位の通減),特定の国のL変数の魅力度への影響の付与(この
日的の達成を支援するためのロビイング活動), 単一の階層組裁ないしは
協調的な組織の取引の効率性の上昇および市場の取引コス トの低下」
(:I bn, p.9 l )  などを促進することにあるという。
すなわち, 戦略変数の変化→0 L Iの形態の変化と提えられるその関係
性は, 将来の環境変化およびその変化が現実のものとなったとき, 将来そ
こに出現するであろう競争企業に対して競争優位性を維持するのに充分な
〇L I の形態(資源基盤の特性)を当該企業が予測することで,現在と将
来の〇 L  Iの形態との間に自ら「資源ギ ャ ッ プ(resource gaps)」
(Grant,l991,p.131)を創造し,さらにその資源ギャッ プを「充足 (fill-
ing)」(Ibi d, p.l31) するという戦略実行プロセスにおいて意図的に資源
基盤の「書積」(DieIi ckx&Cool ,1989,p.1506 )を促していく,種め
て積種的な戦略的行動として理解されるものである。
しかるに,Dunning(l993a) は , 「国際生産における変化は戦略的な変
化なしに生じるかもしれないが, 多くの変化は戦略的な変化の直接的な帰
結である」 ( p.・92 )と主張することによって,彼自身,0L Iの形態そし
て企業の国際化行動に動態性を付与する最も重要な力を, 上述の動態化モ
デルにおいて戦略的な変化に関連したセル@, セル④のような変化と提え
るのである。
そのう ぇ ,  本稿が企業行動における 「コントロール」 という局面を重視
する経営学的な視点からの分析を意図していることからも, 変化に対する
コントロールの可能性およびコントロールの意志の高低の区別は極めて重
要であるように思われる。 よって以下では, そのダイナミック スを付与す
る諸力を戦略変数の変化, その中でも特にコントロールの可能性およびそ
の意志も高いセル④の変化と理解して分析を進めていくことにしたい。
(2)動態化モデルへの補完的考察
さて, 以上のようなモデルを検討することで, 企業の国際化行動を動態- 223 - 27
東北学院大学論集経済学第l32号
的に提えるための契機となる諾力の存在と内容が一応は明らかになった。
しかしながら, そのモデルの中では依然として解決されない, より本質的
な間題ないしは疑間を探求することで, ここでは企業の国際化行動を分析
するための, さらに有効的な分析枠組みの構築へと一歩足を踏み出してみ
たい。 なお, 上述の動態化モデルにおいて更なる検討の余地がある間題と
しては,「なぜ」(Porter, l99l,p.96)戦略変数が変化するのか,そして
「どの程度まで喚起する戰略変数の変化 〔セル〇〕 のありうぺき形態を一
般化することが可能なのか」 (Dunning , l993a ,p.9 l ) ,といった2点が
恩いつ く。
幸いにも, 本稿では, 国際化行動の定義を構集するにあたって参考にし
た資源基盤アプローチの業技を援用して, 第l番日の間題に解答を付与す
ることが可能である。例えば, そのアプローチの代表的論者Grant(l99l)
は, 資源基盤アプローチにおける戦略(変数) の機能を以下のように分析
している。
「組機的なmの最初のタ スクは, 長期的なレン トa大化のために資源を利用す
ることにあるとしながらも, 企集の費源基建を既に確定された存在と見なして
きた。 しかしながら,戦略に対する費源基整的なアプローチは,現存する資源
の利用だけでなく企業の資源基建の発展にもまた関心を示すのである。 すなわ
ち,これは企業の戦略的機会(stl'ategic opportunity)の拡大と同じく , 競争
優位性のポジションの拡大を後押しする費源ストックを維持および増加される
ための代替投資(replaeement investment)をも包含している」(p. l 3 l )。
その文1脈においては,央起する戦略変数(将来へと向けられた戦略)の変
化(国2セル〇)が, 将来の「戦略的機会の拡大」 に必要な資源基盤の書
積を可能にする 「代替投資」 に対して「戦略的な方向づけ(strategic
direction)」(Ibid, p . l32)を付与するものとして提えられている。さ ら
に, 戦略変数を変化させる諸力を分析するために上述の論理を意識的に逆
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行すれば, そこには, 新たな戦略的機会の認識 (発生) →戦略的機会を利
用するために必要な資源基盤への代替投資の方向づけの変化→喚起する戦
略変数の変化, といった因果関係の図式を読み取ることができる。 すなわ
ち,Grant( l99l )の見解に従うなら,「新たな戦略的機会への組織的認
識」 こそが, 喚起する戦略変数を変化させる諸力であると結論づけること
ができよう。
それに加えて, これまた資源基盤アプローチの代表的論者 Reed &
DeFillippi(l990)は,戦略(変数)の機能と資源基盤を蓄積するための
代替投資の間の関係を以下のように分析するのである。
「企菜が戰略を計画すると仮定したとき, 優位性 〔構築〕 のために利用される不
可欠な技能と資源は企業の計画の地平線(planning horizon)の範國内で達成
される。 一度, 優位性が構築されれば, 計画および資源の利用は止むことがな
い。 1つの優位性の達成を目的とする変わりに, 計画と資源の利用は持続的な
優位性〔の構築〕を目的とする。 つまり持続性は企業の計画の地平線に関速づ
けられる。 一除々に進化しっっある環境下に置かれた企業にとって, 計画の地
平線は長くなるであろう。 このようなシナリオにおいては, 持続的優位性を目
的とした計画化された資源の利用とは換倣に対する障壁への再投資 (reinvest-
ment)と同様である」(p.98)。
そこでは,望ましい資源基盤の特性が戦略計画の内容(水平線の範囲内)
として描かれること, および戦略計画の機能がもはや資源基盤を蓄積する
ための再投資の機能と同じであること, などが明示的に主張されていると
いう意味では,Grant(1991)の見解に極めて類似しているように思われ
る。
しかしながら, 戦略変数を変化させる諸力の間題に関しては, 彼らは,
「継続的で攻撃的(aggressive)な競争は,低位の競争よりも素早く 〔資
源ポジション〕障壁を消耗させる一 〔つまり資源基盤の〕期壤率(rate- 225 - 29
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of decay) は競争の量に比例する」 (Ibid, p.97) ため「競争優位性の持
続可能性のためには, 少なくとも再投資率が期装率に等しくならなければ
ならない」 (1bid, p・98)と主張し,Grant( l99l )とは異なり,競争企業
による自社の資源基盤の模做から発生する新たな戦略的脅威 (strategic
threat) の認識→再投資の方向づけの変化→央起する戦略変数の変化, と
いった因果関係の図式を用意することで, 新たな戦略的機会よりも「新た
な戦略的脅威の組截的認識」 こそが喚起する戦略変数を変化させる諸力で
あると結論づけている。
とはいうものの,Grant(l99l)およびReed&DeFill ippi(l990)の
見解の相違点は, 以下のような形で体系的かつ整合的に解消されるように
恩われる。 鏡争企業による資源基盤の模做を通じた自らの属する戦略グ
ルーブへの移動は, 現存の資源基盤のもとで創出される競争優位性に対し
て新たな戦略的脅威を創造することで当該企業に資源基盤を書積する必要
性を認識させるが (必要条件), しかし新たな戦略的機会が組織的に認識
されること, および戦略的機会を利用するために必要な (将来の) 資源基
盤の特性が戦略の内容として描かれることを通じて, 資源基盤の書積に対
して戦略的な方向づけ(資源ギャップ)が付与されない限り, そ れ らの蓄
積は少なくとも効率的に行われない(十分条件)。すなわち,新たな戦略
的脅威および新たな戦略的機会への組截的認識が同時に重なることが, 戦
略変数を変化させるための「必要十分条件」であると考えられるのである。
もちろん, 実際には, 個々の企業の活動志向性の度合に応じて, 新たな戦
略的脅威および新たな戦略的機会の組截的認識のタイ ミングさらには戦略
変数の変化のタイミングは, 企業毎に非常に多様性に富んだものになると
思われる(すなわち,活動志向性が高→戦略的脅威および機会の認識が高
→戦略変数の変化の頻度が高) 、')。
l l )  a機がいかに環境を認識するのかという間題に関しては, 経営学の分野に お
いて千差万別な見解が提出されているが, 本積ではさしあたり組裁を構成す
る参加者グループ間の「組機的な速携」(Cyert&March. l9g2,p.3 3 ) プ
Pセスのなかで組機全体で共有されたlつの環境が理識されるという見解・
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他方, 本稿では, 第2番目の戦略変数の変化の形態の一般化という疑問
に対して, 図3のような戦略マトリックスを利用することで解答を付与し
ていきたい。 そこでは, 喚起する戦略変数の変化の3つのパターン ( P  T )
が明示されており, 例えばP T①は, 既存の事業Iの効率性を改善させた
り,その他の魅力的な(新規)事業nへの「事業多角化戦略」 によって〇
a 優位の蓄積を喚起するような行動を意味している。 対して, P T②は,
事業Iをとりまく地域Iの立地条件をロビイング活動により自社に有利な
方向に改善させたり, より最適な立地条件を提供する地域]Iへ と 事 業 I を
移転する 「地理的拡張戦略」 によってL変数の蓄積を喚起するような行動
を意味している。 さらに,PT⑧は,国際企業の「〔事業的あるいは地理
的〕多角化が大きくなればなるほど内部化のク'二 インを原因とした一 0優位
の比率が高くなる」 (Dunning, 1 9 8 1 a , p . 3 3 ) と い わ れ よ う に , P T ① あ
るいはP T②を通じた資源基盤の蓄積を経験した国際企業が既存の事業間
および地域間の調整のあり方を再整備する 「 グ ロ ーバル戦略 (globa1
strategy)」(Porter ,1986,1990)を新たに策定することで〇 t優位ある
、、‘を支持したい。
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いはIE位の書積を喚起するような行動を意味しているのである。
例えば,0zawa (l979)は,l960年代半ば̃l970年代半ばにかけて(主
に発展途上国に向けて) 国際化した日本企業の典型的な戦略変数の変化バ
ターンを以下のように提える。
「表退セクターから退出しなければならない 〔つまり脅成を回選しなければなら
ない) 限界効率的な企業は, 本国で拡大しっつあるセクターに新現事業を創設
す る 〔 P T0)より,要索成存〔安価な労働力〕が本国よりも有利な海外に既
存の事業を設置する(つまり国境間をクロスす る ) 〔 P T@〕 こ と が よ り 容 易
であることを発見するだろう。 事実, 多くの発展途上段階にある受入国は自国
の要素成存が〔日本企業が移転する低位な技術に〕 ょ り適しているという理由
で, 幾つかの器因を提供してこの型の産業的な工場移転 (industrial
transplant)を央起する。充分與味深いことに,要索成存の分析枠組み内にお
いて,表退セクターにおける限界企業は製品間(あるいは産業間) ょりも国境
間をクロスすることを略好し, それは企業特殊優位性から発生する典型的な案
占行動のlつと考えられるのである。」(p.8l)。
しかしながら, 拙稿 (l995) において分析された長期的 (l930年代̃90年
代) かっ成功裡に国際化を持続させる日本企業の国際化行動は, 既存の〇
a 優位を他の地域に移転することで限前の脅威を回選する0zawa
(l979)が描いた「単発型」の国際化行動というよりも, 国4に示される
よ う な「雁行型」の国際化行動を展開すると特徴づけられた。それらの「雁
行型」 の国際化行動における戦略変数の変化のバターンは, まず相対的に
容易とされた国境間をクロスするP T①を採用することで限前の脅威を短
期的視野から回選しっつ, 同時に相対的に困雄とされた製品間をクロスす
る P  T@を採用することで長期的視野から産業それ自体の衰退から生じる
より深刻な脅成の回避を進め, 次に事業IIlが国内でtll道に乗り始めた時に
事業Iの地理的拡張において書積された国際化の知識を応用して事業]Iの
32 - 228 -
国際化度
企葉の国際化行動への動態的アプロ ー チ
図4 日本企業の「雁行型」の国際化行動
期間
地理的拡張を進める ( P  T③),  といった具合いに説明されよう (cf・,
Wemerfelt,l984)。
そして, ここで論じた戦略変数の変化のバターンは, 企業の国際化行動
を可能にする資源基盤の特性が長期的な国際化ブロセスのなかで, 0 a 優
位, L変数に依存した特性から〇 t優位, I優位に依存した特性に動態的
に 変 化 し て い く と い う  Dunning (l993b) による実証分析の結果とも一致
することから,かなりの程度, 一般化が可能なものであるように思われる。
以上, 補完的な考察として2つの問題点を検討することによって, 企業
の国際化行動の分析枠組みに対する一定の付加的な知見が得られたように
思われる。 すなわち, 国際化行動に動態性を付与する戦略変数の変化の契
機となる諸力と, その戦略変数の一般的な変化のパターンに関しての理解
が深められたように思われる。 よって, 最終の第V節では, そこで得られ
た新しいアイデアを充分考慮したうえで, 企業の国際化行動というものを
再び捉え直していくことにしたい。
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V むすびにかえて
さて, 本稿では, 「いかに企業の国際化が可能になるのか」 という間題
意識に導かれて, これまで識論が進められてきた。 そこでは, 企業の戦略
グループ間の移動の一類型として企業の国際化行動というものが包含され
ており(図l参照),その意味でも企業のグループ間移動(すなわち, 国
際化を志向しないグループから国際化を志向するグループへの移動) の可
能性を高める資源基盤の存在こそが, 長期的かっ成功裡に企業の国際化行
動を可能にする条件であると理解されてきた (第1[節参照)。次いで, そ
の資源基盤の特性に関しても, 0 L  I変数ないしは「システム性」 と い う
変数によって構成される折真パラダイムという枠組みに依拠して分析が進
められてきた(第1lI節参照)。さらに,企業の国際化行動をより動態的に
分析するための枠組みの構集を目指して,近著Dunning(l993a) で 展 開
された折表バラダイムの動態化モデルの内容と, そのモデルに対して筆者
が発した2つの疑間点が検討されてきた (第]V節参照)。
しかしながら,Dunning(l993a)の動態化モデルで提示された「喚起
する戦略変数の変化 (図2セル〇)」の機能に注目するプロセスのなかで,
第I[節では一先ず本稿の分析視角からは除外することにした 「なぜ企業が
国際化するのか」 という間題意識にも意図して積極的に分析が加えられて
きたことには注意を喚起する必要がある。 なるほど, 「戦略的脅成と戦略
的機会の組織的認識」 という戦略変数を変化させる 「必要十分条件」 こそ
が, その間題に解答を付与するヒントを提示している。
そこで,上述の「必要十分条件」を考慮した場合,企業が国際化する動
機ないし条件とは,具体的に以下のように提えることができると思われる。
すなわち, 過度の国内企業間での競争を原因とした小売価格の激しい低下
價向と市場シェアーの著しい低下價向といった国内市場における新たな'a
威の組截的認識と, 商社からの注文ないしは海外の小売店からの販売代理
店契約の申し入れなどを契機とした新規の海外市場への販売という新たな
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機会の組織的認識が 「供時的」 に重なったとき, 始めて国際化行動を可能
とする資源基盤の書積 (例えば, 海外販売に必要なノウハウなどの無形資
産の書積) が開始され, よって企業の国際化行動が展開される, と提える
ことが可能になるであろう、2。
もちろん, 上述の分析枠組みは, あくまで試論段階のものに過ぎないが,
その枠組みが, 折真バラダイムには本来統合され得なかった企業間競争と
国際化行動の関係を論じたVemon(l979)の「プロダクト・サイクル仮
説」 に代表される幾つかの研究成果をも分析の射程に収められるという意
味で, 本稿はまさに折表パラダイムへの 「補完的」 分析と位置づけられ得
るo
ただし, 上述の分析枠組みが実際の企業の国際化行動を有効的に説明か
つ解釈できるか否かという間題は依然として未知であるため, 今後は日本
企業ないしは外国企業の国際化行動の史的プロセスを詳細に検討すること
で, その要当性を確認していく作業が当面の課題として残されていると指
描して, 本稿のむすびへとかえておきたい。
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